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オンラインメンタルへルス相談支援システムの社会受容性

（自己紹介）
東北大学病院心療内科に勤務後、宮城県・仙台市・石巻市でスクールカウンセラーの

立ち上げに参加。常夏の宮崎大学から、2006年に大雪の北海道医療大学へ。
2009年 文部科学省ＧＰ大学院教育改革プログラムにより遠隔カウンセリングを開始。
2019年北海道教育カウンセリングICT活用事業北海道教育相談スーパーバイザー就任
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臨床心理士の道内分布と３次医療圏(2010年)

広い、そして圧倒的に
足りない



1999年 世界医師会 遠隔医療のガイドライン
2003年 P2P技術を利用したスカイプが登場
2007年 総務省 地方再生戦略遠隔医療推進、文科省 大学院GP 遠隔SC実証研究
2009年 米メディケイドの大規模調査 遠隔医療利用者0.1%
2015年 北海道教育カウンセリングICT活用事業開始
2017年 OECD調査 遠隔医療の実施は0.1%
2018年 厚労省「オンライン診察料」策定も総算定数は全国65件のみ
2019年 内閣府Society5.0、 Zoom日本法人設立
2020年2月 電話で処方箋発行が可能 診療計画なしで遠隔診察可能
2020年3月 新規薬でも遠隔で処方可能
2020年4月 内閣府が初診の遠隔医療解禁、対面と遠隔の診療報酬の同額化を要請
2020年5月 厚労省 遠隔医療初診の時限的緩和 研修受講の猶予 診療報酬範囲拡大
2021年10月 厚労省 遠隔初診はかかりつけ医を原則とするが例外も認める
2022年10月 内閣府 厚労省 オンライン初診の恒久化開始予定
2022年11月 文科省 GIGAスクール構想（１人１台端末の実現に向けて）
2022年12月 文科省 12年ぶり生徒指導提要改訂 端末活用自殺スクリーニング
2023年6月 厚労省 オンライン診療その他の遠隔医療の推進に向けた基本方針の策定

遠隔医療・遠隔カウンセリングの歴史（ざっくり）



③イーラーニングコンテンツのオンデマンド
視聴による心理教育

②テレビ会議シス
テムを利用した個
別カウンセリング

遠隔カウンセリング支援の3つの形態

①テレビ会議システムを利用した学級ベース
集団カウンセリング

（北海道増毛高等学校提供）



YAMAHA PJP-100UH



写真左 遠隔集団療法を楽しむ高校生写真左 遠隔ロールプレイングに挑戦中
の大学生

オンライン技術の習得は若い人ほど早い



遠隔支援だけではなく、現地に赴いて交流することも大切

共感は同じ空気を吸わないと難しいのでは？
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地元やメディアに歓迎される遠隔カウンセリングの取り組み



行政と連携する





北海道教育委員会資料

←遠隔SC実証研究→



北海道内SC配置校数とSC実人数の推移
（札幌市、私立を除く）



北海道内の高校生の数（R4) -3,200人/年





全国平均55.9人

都道府県別公認心理師数（人口１０万人比）と自殺死亡率

R3年度～R4年度



①「北海道教育カウンセリングICT活用事業」はH5年度末で廃止。今後は
通常SC事業内に遠隔支援を位置づける。テイクオフ！うまくいくか？？

②人材の養成とリテラシーの向上（専門資格や研修機会の提供が急務）
技術偏重の教育ではなく、相手の環境や背景、ニーズを理解できる相談者
の育成を。土地勘のない地域への遠隔カウンセリングは慎重に。

③遠隔相談者の安全の確保、インフォームド・チョイス、守秘義務のあり
方を整備

④急減する医療人材～地域事情に応じた遠隔支援計画の策定
・急速に環境は変化する（PDCA・CAPDをこまめに）
・相談体制づくり（緊急時のバックアップ、対面相談者や遠隔補助者との
連携）。第８次医療政策の策定へ。

オンラインヘルスの発展のために


